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沖縄県情報セキュリティポリシーについて

基本方針

対策基準

（実施手順）

沖縄県の情報セキュリティ対策
における基本的な考え方を定めている

基本方針に基づき、すべての情報システム
に共通の情報セキュリティ対策の基準を定
めている

具体的なシステムや手順、手続に展開して
個別の実施事項を定めている

沖縄県情報セキュリティ
ポリシーの構成

本県ではH15~16にかけて策定

条文（抜粋）関係法令

地方公共団体は、基本理念にのっとり、国との適切な役割分担を踏まえて、サイバーセキュリティに関する自主
的な施策を策定し、及び実施する責務を有する。

サイバーセキュリティ基本法
（第5条）

地方公共団体は、情報システムの利用に当たって、サイバーセキュリティの確保、個人情報の保護その他の当
該情報システムの適正な利用を図るために必要な措置を講じなければならない。

地方自治法
（244条の5第2項）※1

※1 令和8年4月1日施行

策定・施行H15・16

CSIRT設置R2

三層対策の規定R3

【主な改正履歴】

地方公共団体がセキュリティーポリシーを策定、見直しする際に参考として示されたもの（これまで９次に及ぶ改正）。
当該ガイドラインをベースに情報セキュリティポリシーは策定・改正を重ねてきた。

総務省情報セキュリティポリシーガイドライン

情報セキュリティポリシー（基本方針・対策基準で構成）とは、組織内の情報セキュリティを確保するための方針、体制、対策等を
包括的に定めた文書

情報セキュリティポリシーとは



税務システムのあるマイナンバー系は他の領域と通信できないよ
うにされているが、例外的に国のシステムと県の税務システムとの
データのやりとりを可能とする。

全ての税目について国のシステム（eLTAX）を通じて電子的
に納付を行うことが可能となるなど、自治体側税務システムから国
のシステムへの納税情報の送付や、国のシステムから納税者の電
子申告の内容等を税務システムで受け付けることが必要となってい
る。

令和6年度沖縄県情報セキュリティポリシーの主な改正概要

１ 業務委託時のセキュリティ対策の強化
外部の者に、本県の情報を取り扱わせる場合や情報システムの

開発・運用保守を委託する際、委託先への要求事項を調達仕様
書等に定めるよう、委託事業者の選定基準、委託前・中・終了時
の対策等からなる「業務委託判断基準」を策定。

地方公共団体の外部委託先における情報漏えい事案が発生
していることを踏まえ、委託先への要求事項を仕様書等に定める
必要がある。

２ クラウドサービス利用時のセキュリティ対策の強化
クラウドサービスの特性を踏まえ、ISMAP※等の取得状況の確

認、機密性の高い情報を含め、国内のデータセンターに保存され
るかやガバメントクラウドを利用する際のセキュリティ対策を「クラウ
ドサービス利用基準」として策定

クラウドサービスの活用が拡大していること、情報システムの標
準化・共通化（ガバメントクラウド）に対応したセキュリティ対策
を整理する必要がある。

３ マイナンバー利用事務系の外部接続（eLTAX等）に伴うセキュリティ対策の強化

※ 国のクラウドサービスのセキュリティ評価制度
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